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高砂市では、令和２年８月に、高砂市在住の 18 歳以上の方 1,000 人を無作為に抽出し、アンケ

ートを郵送する方法で市民の人権意識調査を実施し、511 人の方から回答をいただきました。 

（回答率 51.1％） 

 

 

問 あなたは、「人権」をどのくらい身近な問題として感じておられますか。（単数回答） 

人権を“身近に感じる”人の割合は平成 27 年と大きく変化はしていません。 

 

 

 

 

 

 

 

問 次の①～④について、あなたはどのように思われますか。（単数回答） 

① 今の日本は、人権が尊重されている社会である 

 

 

 

 

 

 

 

② 今の高砂市は、人権が尊重されている市である 

 

 

 

 

 

 

 

③ 市民一人ひとりの人権意識は５、６年前に比べて高くなっている 

 

 

 

 

 

 

 

「人権全般」について 

回答者数 =

令和２年度 511

平成27年度 1,870

7.2

6.8

25.6

23.9

29.7

35.6

26.8

25.6

2.9

2.5

3.5

2.5

4.1

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常に身近に感じる かなり身近に感じる どちらとも言えない あまり身近に感じない

まったく身近に感じない わからない 無回答

そう思う どちらかと言うとそう思う どちらとも言えない

どちらかと言うとそうは思わない そうは思わない 無回答

回答者数 =

令和２年度 511

平成27年度 1,870

7.4

6.8

35.2

37.2

31.1

35.9

16.8

13.0

6.5

4.2

2.9

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う どちらかと言うとそう思う どちらとも言えない

どちらかと言うとそうは思わない そうは思わない 無回答

回答者数 =

令和２年度 511

平成27年度 1,870

6.1

5.6

21.9

24.5

52.1

52.7

9.8

8.8

7.0

5.3

3.1

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

5.9

5.0

26.6

32.6

53.0

50.2

7.2

6.6

4.3

2.6

2.9

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
回答者数 =

令和２年度 511

平成27年度 1,870

7.4

6.8

35.2

37.2

31.1

35.9

16.8

13.0

6.5

4.2

2.9

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う どちらかと言うとそう思う どちらとも言えない

どちらかと言うとそうは思わない そうは思わない 無回答



2 

④ ５、６年前に比べ人権が侵害されることは減っている 

 

 

 

 

 

 

問 ここ５、６年以内に自分の人権が侵害されたと感じたことがありますか。（単数回答） 

 

 

 

 

 

問 （「ある」と回答した人）それは、どのような人権侵害でしたか。（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 あなたは、ここ５、６年以内に他人の人権を侵害したことがありますか。（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

人権に関する状況については、概ね肯定的に捉えている人が多く、また人権侵害を受けた人の割合

も減少しています。もっとも、本市を人権が尊重されている市ととらえている人は、平成 27 年より

減少しており、人権意識啓発の必要性は従来通り高くなっています。  

回答者数 =

令和２年度 511

平成27年度 1,870

5.7

5.0

25.2

21.6

49.5

54.4

10.8

9.8

5.5

5.8

3.3

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う どちらかと言うとそう思う どちらとも言えない

どちらかと言うとそうは思わない そうは思わない 無回答

回答者数 =

令和２年度 511

平成27年度 1,870

11.0

13.4

66.9

64.1

19.8

20.4

2.3

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない わからない 無回答

％

あらぬうわさや悪口による名誉・信用などの

侵害

パワー・ハラスメント

（職場でのいやがらせやいじめ）

公的機関や企業・団体による不当な扱い

差別待遇（人種・信条・性別・社会的身分・

門地・心身の障がいなどによる不利な扱い）

地域での暴力、脅迫、無理じい、仲間はずれ

プライバシーの侵害

インターネットを利用した人権侵害

学校でのいじめや体罰

ドメスティック・バイオレンス

（配偶者やパートナーからの暴力）

家庭での暴力や虐待

セクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）

わからない

その他

無回答

42.9

37.5

16.1

16.1

14.3

14.3

12.5

7.1

7.1

5.4

1.8

1.8

5.4

0.0

40.4

38.0

18.4

14.0

13.6

20.8

7.6

5.2

4.0

6.0

3.6

0.4

5.2

0.0

0 20 40 60 80 100

令和２年度 （回答者数 = 56）

平成27年度 （回答者数 = 250）

回答者数 =

令和２年度 511

平成27年度 1,870

74.6

77.3

16.6

14.5

2.0

0.9

5.5

6.5

1.4

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ないと思う 自分では気づかなかったが、あるかもしれない あると思う わからない 無回答
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問 人権についての学習会、講演会、研修会、講座などに参加されたことがありますか。 

（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

問 特に関心をお持ちのものをあげてください。（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関心のある人権問題として、「インターネットによる人権侵害」の割合が、前回よりも大きく増加し

ており、インターネットが社会に浸透したことによる問題が顕在化しています。人権侵害の被害者に

も、加害者にもならないために学習会等への参加のための環境づくり等、人権意識を高める方策が求

められます。  

回答者数 =

令和２年度 511

平成27年度 1,870

1.4

1.7

2.5

4.3

22.1

23.2

71.4

69.7

2.5

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よく参加している できるだけ参加するようにしている 時々参加している 参加したことがない 無回答

％

インターネットによる人権侵害に関する問題

新型コロナウイルス感染症に関する問題

障がいのある人に関する問題

女性に関する問題

働く人の権利に関する問題

子どもに関する問題

高齢者に関する問題

北朝鮮拉致被害者に関する問題

部落差別などの同和問題

日本に居住している外国人に関する問題

犯罪被害者とその家族に関する問題

性自認、性同一性障がい者（心と身体の性が一
致しない人）に関する問題

性的指向（同性愛・両性愛）を理由とした人権に
関する問題

人身取引（暴力や脅迫などにより、売春や強制

労働などの目的で搾取すること）に関する問題

ホームレスの人に関する問題

刑を終えて出所した人に関する問題

東日本大震災に伴う人権に関する問題

エイズ患者・ＨＩＶ（エイズ・ウイルス）感染者に
関する問題

ハンセン病患者・回復者などに関する問題

アイヌの人々に関する問題

その他の問題

特になし

無回答

51.5

49.9

42.3

34.6

31.1

29.7

29.2

15.7

14.9

12.7

12.3

7.8

6.5

6.3

4.5

4.1

4.1

3.1

2.7

0.8

2.0

1.8

3.1

39.1

－

46.6

34.9

37.5

41.1

49.5

19.8

14.4

9.6

19.7

4.2

3.0

3.3

4.9

9.1

7.5

3.0

1.9

0.8

1.2

3.2

－

0 20 40 60 80 100

令和２年度 （回答者数 = 511）

平成27年度 （回答者数 = 1,870）
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問 人権上、あなたが特に問題があると思われること（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人権について問題と思われること 

％

男女ともに、働きながら、家事や子育て・介護

などを両立できる環境が整備されていないこと

男女の性別による固定的な意識

昇給・昇進の格差など、職場での男女の待遇の違い

痴漢やわいせつ行為などの性犯罪

女性の社会進出のための支援制度の不備

パワー・ハラスメント

ドメスティック・バイオレンス

セクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）

ストーカー行為

マタニティ・ハラスメント

リベンジポルノが行われていること

売春・買春、援助交際

地域の慣習やしきたりに女性の参加制限が

あること

アダルトビデオ、ポルノ雑誌におけるヌード写真や

映像の商品化など

わからない

その他

無回答

47.6

31.9

26.6

21.9

16.8

13.9

12.9

10.6

9.0

8.4

7.2

6.1

4.9

3.3

5.9

1.2

4.9

－

32.5

32.7

32.0

29.7

－

20.9

15.3

23.9

9.3

－

9.9

－

7.7

8.2

1.0

0.0

0 20 40 60 80 100

％

悪質商法や詐欺などによる被害が多いこと

日常の買い物が行きにくかったり、不便であること

家庭や施設での介護を支援する制度が十分でない

こと

高齢者が暮らしやすいまちづくりや住宅づくりが

十分でないこと

働く意欲や能力があるのに雇用と待遇が十分保障

されていないこと

情報を高齢者にわかりやすい形にして伝える配慮が

足りないこと

近所や地域の人とのふれあいや理解を深める機会

が少なく孤立していること

高齢者だけでは賃貸住宅などへの入居が難しいこと

家族が世話することを避けたり、家族から虐待を

受けたりすること

病院での看護や福祉施設での介護の対応が十分で

ないこと

家族以外の関係者から虐待を受けること

高齢者が邪魔者扱いされ、意見や行動が尊重され

ないこと

わからない

その他

無回答

42.3

26.8

23.7

23.5

20.9

20.5

14.1

12.1

11.5

9.0

7.2

6.5

4.7

1.6

3.1

43.8

－

37.6

27.1

29.8

21.6

－

12.7

15.9

22.5

14.4

10.3

3.9

0.7

－

0 20 40 60 80 100

％

子どもに心理的虐待を加えたり、子育てを

放棄すること

子ども同士が「暴力」や「仲間はずれ」、

「無視」などのいじめをすること

保護者がいうことを聞かない子どもにしつけ

のつもりで体罰を与えること

いじめをしている人や、いじめられている

人を見て見ぬふりをすること

インターネットでの特定個人への誹謗中傷

子どもの貧困問題

家庭、学校、地域の連携が弱く、子どもを

育てる環境が孤立していること

親の事情などによって、子どもが無国籍や

無戸籍になること

ビデオ、インターネットでの子どもを取り巻く

性情報のはんらん

スマートフォンなどを介して性被害に遭う

子どもがいること

児童買春や子どものヌード写真・映像を

商品化すること

学校や就職先の選択などについて、大人が

子どもの意見を無視すること

教師が児童や生徒に体罰を加えること

わからない

その他

無回答

49.9

38.2

29.9

27.6

23.9

19.6

13.1

10.4

9.8

7.2

6.5

5.7

5.5

3.7

1.2

3.7

69.9

50.8

19.5

31.9

27.6

－

－

13.2

22.6

－

11.6

7.9

7.2

3.1

0.3

0.0

0 20 40 60 80 100

％

働く場所や機会が少なく、待遇が十分保障

されていないこと

障がいのある人が暮らしやすいまちづくりや

住宅づくりが十分でないこと

社会復帰や社会参加のための受入態勢が

十分でないこと

学校や職場で不利な扱いを受けること

障がいのある人の意見や行動が尊重され

ないこと

情報をわかりやすい形にして伝える配慮が

足りないこと

家族、あるいは家族以外の関係者から

虐待を受けること

障がいのある人だけでは賃貸住宅などへの

入居が難しいこと

スポーツ活動や文化活動などに気楽に

参加できないこと

病院での看護や福祉施設での介護の

対応が十分でないこと

わからない

その他

無回答

42.3

37.6

26.4

23.7

17.4

12.9

9.6

8.6

6.3

5.3

14.9

1.8

3.9

50.0

40.2

32.0

25.1

14.3

11.4

13.3

6.5

7.2

8.6

10.5

0.8

0.0

0 20 40 60 80 100

令和２年度 （回答者数 = 511）

平成27年度 （回答者数 = 1,870）

令和２年度 （回答者数 = 511）

平成27年度 （回答者数 = 1,870）

令和２年度 （回答者数 = 511）

平成27年度 （回答者数 = 1,870）

令和２年度 （回答者数 = 511）

平成27年度 （回答者数 = 1,870）

①女性に関する人権問題 ②子どもに関する人権問題 

③高齢者に関する人権問題

  

④障がいのある人に関する人権問題 
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人権上問題となっていることは、平成 27 年調査と比較すると減少している項目が多くなっています

が、各人権問題において引き続き問題がみられます。全ての人が互いに人権を尊重しあう社会を築くため

に、それぞれの人権問題が当事者においては、切実かつ深刻な問題であることを認識し、理解を深めるこ

とが必要です。 

新型コロナウイルスは新しい病原体であるために日々情報が新しくなり、デマなどと混ざり合って誤解

を生みます。市民への正確な情報発信に努めるとともに、恐怖心や不安が他者への攻撃にならないよう啓

発していくことが必要です。特に、感染から回復したり海外から一時帰国したりした児童生徒については、

新型コロナウイルス感染症を理由とした偏見やいじめが生じないよう十分配慮することが必要です。  

％

情報発信者が特定されないため、無責任な

発言を行うこと

他人へのひどい悪口などや差別的な

表現などを掲載・投稿すること

いったん流れた情報の訂正や回収が

難しいこと

他人のプライバシーに関する情報を

掲載・投稿すること

犯罪を誘発する場となっている出会い系サイ

トなどがあること

悪質商法によるインターネット取引での

被害があること

差別を助長するような情報を掲載・投稿する

こと

第三者が無断で他人の電子メールを

閲覧すること

リベンジポルノが行われていること

ポルノ画像など有害なホームページが

あること

捜査対象である未成年者の名前・顔写真を

掲載・投稿すること

わからない

その他

62.6

58.1

37.0

24.1

16.4

15.3

11.2

7.4

5.5

5.3

4.9

4.3

1.0

3.1

－

59.5

41.5

31.6

30.0

22.3

10.1

21.7

－

12.1

12.7

7.4

0.4

0.0

0 20 40 60 80 100

％

災害などの情報提供において、外国語での

情報発信が不十分であること

文化や生活習慣の違いが受け入れられなかっ

たり、その違いからいやがらせを受ける

就職時や職場で不利な扱いを受けること

差別的な発言（ヘイトスピーチなど）や行為な

どをすること

病院や施設などで、外国語の表記などの対応

が不十分であること

外国人の子どもに対し、十分な教育ができない

こと

入学時や学校で不利な扱いを受けること

年金など社会保障制度で不利な扱いを受ける

こと

住宅の申込みや入居で不利な扱いを受けるこ

と

結婚問題で周囲から反対されること

政治に意見が十分反映されないこと

わからない

その他

無回答

22.9

22.3

21.7

20.7

19.0

15.5

9.4

8.8

8.0

7.0

6.7

27.6

1.4

3.1

－

30.6

26.8

－

27.4

－

11.6

16.3

13.7

9.6

8.3

30.8

1.4

0.0

0 20 40 60 80 100

％

休暇制度があっても取れないような実態がある

こと

長時間労働が常態化して、仕事と生活の調和が

保てないこと

職場でパワー・ハラスメントがあること

非正規雇用者の割合が高くなり、待遇の差が

大きくなっていること

雇用や昇給、昇進において男女に待遇の差が

あること

働く意欲や能力があるのに高齢者の雇用と

待遇が保障されていないこと

障がいのある人の働く場所や機会が少なく、

待遇が保障されていないこと

就職時に公正な採用選考が行われないこと

職場でセクシュアル・ハラスメントがあること

日本に居住している外国人の就職の機会と

待遇が保障されていないこと

わからない

その他

無回答

43.2

37.6

33.3

31.9

19.6

15.5

12.3

10.2

7.8

3.5

6.8

1.4

3.1

52.7

43.9

－

38.7

15.7

21.8

15.1

－

－

3.0

8.2

1.6

0.0

0 20 40 60 80 100

令和２年度 （回答者数 = 511）

平成27年度 （回答者数 = 1,870）

令和２年度 （回答者数 = 511）

平成27年度 （回答者数 = 1,870）

令和２年度 （回答者数 = 511）

平成27年度 （回答者数 = 1,870）

％

医療従事者やその家族への不当な扱い

があること
感染者やその家族への不当な扱いがあ
ること
外国からの帰国者への不当な扱いがあ

ること
日本に居住する外国人への不当な扱い
があること
悪いうわさや感染情報が他人に伝えられ

ること

小中学校でのいじめ

自粛要請に応じない者に対し、偏った正

義感、不安感などから、私的に取り締まり

わからない

その他

無回答

65.4

63.6

3.7

1.6

46.6

9.6

41.3

6.5

1.2

2.9

0 20 40 60 80 100

令和２年度 （回答者数 = 511）

平成27年度 （回答者数 = 1,870）

⑤インターネットによる人権問題 ⑥働く人の人権問題 

題 

 

⑦外国人居住者の人権問題 ⑧新型コロナウイルス感染症による人権問題 
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問 同和問題に関して、どのような人権問題が起きていると思われますか。（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 仮に、同和地区出身者と結婚しようとしたとき、親や親戚から反対を受けたらどうしますか。

（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

同和問題に関する人権問題については、結婚問題と差別問題が多くなっており、また平成 27 年度

調査よりも割合が高くなっています。 

 

  

％

結婚問題での周囲からの反対があること

差別的な言動があること

いわゆる同和地区への居住の敬遠がある
こと

インターネットを利用した差別的な情報の
掲載・投稿があること

身元調査を実施すること

特に起きているとは思わない

地域の活動やつき合いでの差別・不利な
扱いがあること

就職時や職場で不利な扱いを受けること

同和問題を知らない

差別的な落書きがあること

わからない

その他

無回答

31.7

23.5

23.5

20.0

14.7

11.9

9.2

8.2

4.9

4.5

19.0

1.4

1.6

25.5

18.2

25.9

16.7

12.6

15.3

7.9

10.3

2.9

4.4

22.2

2.2

0.0

0 20 40 60 80 100

回答者数 =

令和２年度 511

平成27年度 1,870

16.4

15.3

29.9

32.1

8.2

10.4

3.3

2.9

38.4

35.3

1.0

1.1

2.7

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分の意志を貫いて結婚する 親の説得に全力を傾けた後、自分の意志を貫いて結婚する

家族や親戚の反対があれば、結婚しない 絶対に結婚しない

わからない その他

無回答

令和２年度 （回答者数 = 511）

平成27年度 （回答者数 = 1,870）
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問 人権問題を解決するために必要と思われることは何ですか。（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 人権啓発を進めるためには、どのような啓発活動が効果的と思われますか。（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳しい調査結果は、高砂市のホームぺージをご覧ください。 

 

人権を尊重するまちの実現に向けて 

％

学校での人権教育を充実する

人権問題に関する啓発・広報活動を推進する

人権問題に関する相談窓口を設ける

（人権センターなど）

人権問題に関して人権が侵害された被害者の救済

を充実する

人権問題を解消するための新たな法を整備する

地域・家庭での人権教育を充実する

人権問題に関する情報の収集及び提供を充実する

人権問題に関する相談員を配置する

わからない

その他

無回答

34.1

27.0

27.0

22.3

18.6

17.0

13.7

12.1

15.5

2.0

2.3

40.1

26.8

31.0

25.1

－

25.7

18.2

15.8

15.2

2.8

0.0

0 20 40 60 80 100

％

テレビ･ ラジオを活用した啓発

市の広報誌

インターネットや電子メール

（メールマガジンなど）、ホームページの活用

人権問題をテーマとしたイベント（講演会、

コンサート、展示会などを複合的に実施）

映画・ビデオを活用した啓発

講演会や講義形式の研修会・学習会

（出前講座など）

車いすやアイマスクなどを用いた障がいの

ある人や高齢者などの疑似体験会

新聞広告や記事

相互の理解を深めるための交流会

パンフレット・ポスター

ワークショップ形式（討議･ 活動）の研修会・

学習会

人権問題に関する小説、作文、標語などの募集

人権問題をテーマとした展示会

わからない

特にない

その他

無回答

37.8

36.8

23.1

21.9

18.6

18.4

17.6

17.4

16.4

14.1

10.0

6.5

5.5

11.0

4.9

2.5

2.2

35.4

34.0

12.9

19.6

15.4

16.1

17.8

16.8

13.5

11.2

7.2

5.8

5.1

12.4

5.7

2.0

0.0

0 20 40 60 80 100

令和２年度 （回答者数 = 511）

平成27年度 （回答者数 = 1,870）

令和２年度 （回答者数 = 511）

平成27年度 （回答者数 = 1,870）

高砂市 人権意識調査 調査結果報告書 【概要版】 
編集：高砂市福祉部人権推進室  高砂市荒井町千鳥１丁目１番１号（市役所西庁舎２Ｆ） 
電話： 079-443-9060 FAX： 079-443-3144 E-mail： tact2551@city.takasago.lg.jp 


